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子ども若者・子育て施策総合推進室長の安田でございます。私からは、政府がこれまで取り組んでまいりました子ども

若者育成施策の方向性と、その中での少年非行防止の位置づけに続けて、今後の在り方についてご説明をさせていただき

たいと思います。
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まず、内閣府が行っております少年非行防止の取組についてご紹介したいと思います。内閣府は、少年非行対策に関す

る事項の総合調整、あるいは関係行政機関の事務の連絡調整というものを担当しております。具体的な仕事といたしまし

ては、少年非行対策課長会議による関係省庁の連携の確保、あるいは、各都道府県でも毎年７月に取り組んでいただいて

おります青少年の非行・被害防止全国強調月間の主催、そしてまた、少年補導委員や青少年センター等の職員の方々に対

する研修の実施、それから、昨今危険ドラッグの関係で話題になっておりますけれども、薬物乱用対策の取りまとめや青

少年に対する予防対策の推進などを行っているところでございます。

他に、青少年インターネット利用環境整備法に基づいて、子どもや青少年のインターネットの利用環境の整備に関する

さまざまな施策も行っておりますけれども、ここでは関係がございませんので省略させていただきます。

内閣府としては、こうした少年非行対策を包含した形で、より幅広く子ども若者育成支援策の総合的な推進を実施して

いるところでございます。

近年の子ども若者育成支援施策について紹介させていただく前に、これまでの青少年育成施策の歩みを簡単に振り返っ

てみたいなと思います。青少年行政の変遷について、ごく大まかにざっくりと総括をいたしますと、非行少年対策を中心

としつつも、時代の変化を踏まえつつ次第に総合的な、年齢的にも幅広い青少年育成支援施策に発展してきたということ

が言えると思います。時代ごとの変遷を簡単にご紹介いたしますと、まず青少年行政は、終戦直後であります昭和20年代

には、主として戦災孤児や浮浪児の手による少年犯罪の増加への対処のため、浮浪児の保護や少年非行対策を中心として

始まりました。その後、高度成長期・安定成長期を通じて経済的な豊かさが得られていく中で、都市への人口集中あるい

は核家族化、学歴競争の激化など、現在にも通じるような社会変化が起きてまいります。青少年行政も、非行対策の充実

に加えて、児童福祉の進展や学校教育の改善など、施策の多様化と総合化が進展していくわけでございます。平成に入り

まして、青少年行政の在り方は、さらに変化をしてまいります。資料では、平成11年７月の青少年問題審議会の答申を引

用しておりますけれども――懇談会、さらに諮問機関として政府におかれた有識者会議がありましたが――、この答申に
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よりますと、今まで青少年を育成保護対策として客体的にとらえるきらいのある「青少年対策」から、青少年を自己実現

を図る主体ととらえて、自律的自己の確立・自己実現支援を主眼とした総合的な「青少年政策」へと更なる発展を目指す

べきというふうにしているわけでございます。こうして展開してきた青少年行政の一つの結実が、平成21年に子ども・若

者育成推進法という法律でまとまったわけでございます。この法律の制定に際しましては、現・門川京都市長が教育長当

時から教育再生会議等において多大な貢献をなされたということも申し上げておきたいと思います。

子ども若者育成推進法の概要についてご説明をいたします。この法律は、平成22年４月に施行されました。法の趣旨は

２つです。子ども・若者育成支援施策の総合的推進のための枠組みの整備、そしてニート・ひきこもり等の社会生活を円

滑に営む上での困難を有する子ども・若者を支援するためのネットワーク整備、この２つであります。

施策の総合的推進のための枠組みの整備の内容は、上図の左側の網掛けの部分ですけれども、政府にまず内閣総理大臣

を本部長とする子ども・若者育成支援推進本部を置いて、その下で施策の推進を図るための大綱を策定するということで

す。都道府県等におきましても、それぞれ子ども・若者計画の作成の努力義務が課せられているということでございます。

次に、困難を有する子ども・若者を支援するネットワークの整備の内容は、上図の右側の部分でお示しをしています。

地方公共団体に対して、教育・福祉・保健医療・矯正・更生保護・雇用等の各機関・団体を構成員とする子ども・若者支

援地域協議会の設置の努力義務を課しているところでございます。この地域協議会の下で、具体的な支援内容の協議、情

報の交換、支援の実施等の、効果的かつ円滑な運用が期待されているところであります。なお、この協議会の構成員には、

民間団体も含めて法による守秘義務が課されるわけでございます。協議会についてはまた後ほど申し上げますけれども、

その前に、この法律に基づいて政府が策定する子ども・若者育成支援推進大綱についてご説明をいたします。
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大綱は、法で定められた施策の理念や方向性といったものを、政策プログラムとして取りまとめたものでありますけれ

ども、関係省庁の施策を大きく３つに取りまとめております。１つは、すべての子ども・若者の健やかな成長を支援する

施策ということです。そして、とりわけ困難を有する子ども・若者やその家族を支援する施策というものもまとめており

ます。それから、子ども・若者を社会全体で支えるための環境整備、の３つになっております。

内閣府は、これらの政策の総合的な推進を図る立場にありまして、法で設置された子ども・若者育成支援推進本部の下

で施策の実施状況の点検評価を行っているわけであります。この点検評価は、今後の大綱の見直しにも生かしていくわけ

でございますけれども、現在の大綱がもうそろそろ５年となります。５年をめどに見直すことになっておりまして、27年

度には、法改正の必要性の有無を含めまして、大綱の見直しが予定をされているということでございます。26年の７月に

は、この大綱の見直しを念頭に置きながら、今まで実施してきた施策の総点検を報告書として取りまとめております。
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その総点検の内容は多岐にわたりますけれども、左上のライフサイクルを見通した重層的な支援ネットワークの構築と

いうところだけ紹介をいたします。総点検では、子ども・若者の支援について、とくに縦と横のネットワークの構築が重

要であるという提言をしております。

ここでいう縦のネットワークとは、子ども・若者について、幼児期から学童期・思春期を経て青年期まで、年齢を縦断

して継続的に支援するネットワークのことを申し上げております。この点でたとえば、不登校になった子どもが学校を卒

業した後のプログラムが難しくて、長期的な展望に立つ支援が難しいこと、あるいはニートと呼ばれる若者の多くは過去

にいじめ被害の経験を持っているなど、いじめは学齢期にとどまる問題ではないこと、あるいは日本のニート対策は今ま

でどちらかというと20代・30代の若者の就労支援にのみ目が向けられがちでしたが、非行予防の観点からも未成年段階か

らの支援が必要になるなどの問題点が指摘をされております。その上で、こうした問題を克服して縦のネットワークを機

能させるためには、やはり子ども・若者育成支援推進法に基づく、子ども・若者支援地域協議会の設置が必要ではないか、

というまとめになっているところでございます。

横のネットワークは、関係機関や団体の横断的な連携のことを言っております。この連携に際しましては、たとえば、

核となる機関・団体が中心となって、個々の子ども・若者を継続的にフォローし、支援をコーディネートするという役割

を果たす必要があることとか、あるいは責任の所在を明らかにしながら、関係機関・団体の連携を機能させるための実効

性あるガイドラインやルールが必要であるということが指摘をされているところでございます。
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総点検では、こういう総論的な指摘の他に、非行・犯罪に陥った子ども・若者の支援等に具体的な指摘がなされており

ます。ここでも縦・横の連携の重要性というのが強調されているわけでございますけれども、たとえば、多機関連携や

様々な社会資源の更なる活用のところでは、非行性の進み具合や背景にある問題性に応じた個別的な支援を行うことが重

要とされて、ケースに応じて、福祉的な対応や地域・学校における居場所づくりが大切とされております。また、地域若

者サポートステーションと学校との連携、少年鑑別所を社会資源の一つとして活用することなども指摘があります。

次に、少年院等につきまして、外部との連携の必要性、出所後に就労を継続できるような指導・助言を充実させていく

必要性、あるいは児童自立支援施設につきましても、多岐にわたる機能の充実や外部の色々な機関からの様々なサポート

の確保が求められております。またさらに、これらの施設から退所した後の子ども・若者を、できるだけ多くの機関・団

体によるネットワークで支援するということも必要とされておりますが、この点、退所者が戻っていく各地域においての

受け皿の整備というものもたいへん重要ではないかと思います。
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その次に、当事者の視点に立った支援の充実という点で、非行から立ち直った元当事者の人たちによる立ち直り支援の

充実、あるいは先ほどもありましたけれども、雇用先の変化など最近の就労の在り方にあわせた支援が必要ではないかと

いうことが言われております。

以上のように、子ども・若者育成支援施策あるいはその中の非行対策におきましても、多機関の支援の連携の重要性が

指摘をされているところでありまして、そのためにも地域協議会の設置促進が求められるのではないかと思っております。
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地域協議会の設置状況でございます。都道府県だけ申し上げると、設置済み、設置を検討・準備中の都道府県が33ござ

いまして、設置予定がない都道府県が14ということです。実は、京都や高知は、14のほうに入っているんでございますけ

れども、ただ、子ども・若者地域協議会の設置予定がないから施策をやっていないということでは、当然ありません。先

ほども高知の立派なご報告もございましたし、京都府についても、むしろ、我々は毎年「子ども・若者白書」というのを

作っているのですが、ここのコラムで京都府の取組などを紹介させていただいております。ちなみに、広島県もご紹介し

ております。それぞれの地域において様々なご努力がなされていることは、十分承知しておるわけではございますけれど

も、その上でなお、地域協議会の設置というのは、各地域における取組をさらに一歩前進させるために有効ではないかと

いうことで、また全国的にも設置が進んでいるところでございます。

シンポジウム 子どもの非行防止 日本一をめざして 61



この地域協議会の設置をめぐる詳細な状況を、ちょっとご報告をさせていただきたいと思います。内閣府で設置状況に

ついてアンケートを採ってみたのですが、今のところ平成26年10月時点での数字しかないのですけれども、基礎自治体を

含めて71団体が設置をしております。こういう中で、設置をした地域協議会の支援対象を見ますと、ひきこもり・ニート

が多いのですが、非行に関しても、囲ってありますように３分の２ほどの地域が支援対象としているところでございます。

また、地域協議会設置にあたって既存のネットワークを利用した自治体におきましても、全体として７団体が、20団体中

7団体が非行防止という枠組みを一つの基盤として地域協議会を立ち上げたということで、非行防止とそれ以外の子ど

も・若者の支援ネットワークの親和性というのもあるのかなと思います。ちなみに、今日おいでの松江市の青少年支援セ

ンターも、非行防止から始まって、それだけに限定されない組織・ネットワークづくりに取り組んだものというふうに

伺っているところでございます。
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地域協議会を設置したところはなぜやったのか、という理由です。特に紹介をしておきたいのが、太字で書いておりま

す⑦のところでございます。この法律におきましては、先ほども申し上げたように、民間団体も含めて地域協議会の構成

員に対して守秘義務が法的に課されます。このため地域協議会においては、情報漏洩のリスクが低減して、公的機関が

持っている個人情報等も民間団体との間で共有しやすくなるというメリットがあろうかと思います。ならば、そのメリッ

トを協議会設置理由に挙げているところでございます。既存のネットワークを持っている自治体においても、この点は地

域協議会に発展させる大きな利点として注目をしていただければ、というふうに思います。地域協議会は、守秘義務があ

るというだけではなくて、対象を非行だけに限定していないということで、相談者にとっても安心して敷居が低くて相談

しやすい仕組みと考えることができるのではないかと思います。
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地域協議会の設置予定のない理由を、どうして設置しないの？とお尋ねしたんですけども、ここでも、既存の組織があ

るからという⑧に書いてあるところが、そこそこあるわけです。しかし、もう少し詳しく我々がお話を聞いてみると、や

はり活動内容が一部に限定されていたり、対象が狭いあるいは年齢の幅が狭い、あるいは個人情報の取扱いにちょっと不

安があるのではないかというところがございます。そういった意味で、我々の制度には、それなりに利用価値があるので

はないかと思っております。繰り返しになりますけれども、やはり地域協議会には、構成員に民間も含めて守秘義務が課

せられるという個人情報の管理が徹底できるメリットがあるということと、協議会は30代までが対象となっているという

ことで幅広い年齢層を射程に収めて切れ目ない支援が可能になるのではないか、と思っているところでございます。
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私どもが今年度やっておりまして来年度もやります、子ども・若者支援地域協議会の設置促進事業についてご紹介をし

ています。それぞれ、各県の実情に応じて色々なプログラムを選べるようになっておりますので、ぜひご活用いただけれ

ばと思います。
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以上を簡単にまとめますと、子ども・若者育成支援施策というものは、少年非行に始まりまして、次第に施策が多様

化・広範化してきたというのが、第一点ございます。そうした流れの中で、子ども・若者育成支援においては、非行防止

も含めて、年齢期ごと、関係機関ごとの連携の重要性がますます高まっているということだと思います。そしてまた、そ

の連携を図る手段として、この子ども・若者地域支援協議会が活用できるのではないかということを、ご紹介を申し上げ

たところでございます。

以上で、簡単ではございますが、私からの内閣府の取組の施策の紹介とさせていただきます。ありがとうございました。
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